
佐川急便はマラソン大会などのイベント運営を「物流の力」でお手伝いしています。中でも代表的
なものが世界6大マラソンの一つである東京マラソンです。スタートエリアでのランナー38,000名
分の手荷物預かり、フィニッシュエリアでの手荷物返却、給水・給食品の輸送、歩道橋での自転車
運搬など、マラソン大会の運営に欠かせない業務を担当しています。
※佐川急便は東京マラソン2024のサポーティングパートナーです。

「東京マラソン」を物流の力でサポート！

東京マラソンの裏側に迫る！
メインとなる手荷物預かり・返却業務は時間との戦い。
分刻みのスケジュールで、事前の計画通り業務を行います

スタートエリアの都庁に
大型トラック45台以上が集結

約340名の従業員により手荷物預かりの準備を開始

フィニッシュエリアの大手町で
手荷物返却業務を実施
（スタートエリア同様、ここでも大勢
のボランティアさんと一緒に実施）

手荷物預かり終了後、フィニッシュ
エリアへ先回りするため、都庁から
大手町に向けてトラック移動開始

ランナーの手荷物預かりスタート
（大勢のボランティアさんと一緒に実施）

5：00 5：30 7：00

9：30 11：00

15カ所の給水ポイントに、
給水・給食品を輸送

交通規制の影響で通れない
横断歩道もあるため、歩道橋
での自転車運搬業務も実施

他にはこんな業務も実施しています！

ＳＡＧＡＷＡのイベントサポートの取り組みを詳しくご紹介！
新たに開設したイベントサポートのページでは、当社のサポート業務の内容を詳しく紹介
しています。東京マラソンの裏側を収めたスペシャルムービーも公開中！
ぜひ右の二次元コード、もしくは下記URLからご覧ください！
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能登半島に甚大な被害を及ぼした能登半島地震。佐川急
便はライフラインを担う物流企業として、被災者の皆さ
まに荷物や支援物資を届けるため、全社一丸となって早
期の物流サービス復旧に取り組んでいます。

能登半島地震、復興に向けて支援物資を輸送

物流2024年問題に関する特設サイトがオープンしました！
「NEVER STOPS LOGISTICS」と題した特設サイトをオープンしました。船舶フェリーを活用した代替
輸送（モーダルシフト）やセールスドライバー®の作業負担を低減するDX化など、物流2024年問題に
対する当社のさまざまな取り組みを適宜発信しています。 https://www.sagawa-exp.co.jp/column/

地震から数日後には応援部隊が到
着。いち早く「営業所受取サービ
ス」を開始しました。また、金沢
市に集まった支援物資を被災地に
輸送し、住民に配布。さらに自衛
隊と連携して避難所への支援物資
輸送も行っています。

佐川急便は「物流」という社会インフラを担う企業とし
て、脱炭素社会の実現に向けた事業活動を推進していま
す。その一環として新たな環境対応車であるEV（電気）
トラックとFCV（燃料電池）トラックを順次導入してい
ます。EV（電気）トラックは電気、FCV（燃料電池）ト
ラックは水素をエネルギーとし、走行時にＣＯ２などの
排気ガスを出さないため、１台につき年間約１２トンの
ＣＯ２排出量抑制が見込まれています。

新たな環境対応車、EV／FCVトラックを順次導入！

2月から3月にかけて、東京都青梅市にて、ドローンによ
る都内初のレベル3.5飛行配送の実証実験を行いました。
実証実験の内容は、サンドラッグ様の商品を、ドローン
で山間部へ輸送するというもの。1日最大3往復6フライ
ト、約10日間の実験を行いました。山間部の配送の効率
化や災害時の活用に向け、実験結果を検証していきます。

都内初！ドローンによるレベル3.5飛行配送の実証実験を実施！

【参考ニュースリリース】
https://www2.sagawa-exp.co.jp/newsrelease/detail/2023/1115_2160.html

発行元：佐川急便株式会社 経営企画部 広報課 Mail：pr@sagawa-exp.co.jp

※レベル3.5新設で何が変わる！？
ドローンのカメラを活用することにより、これまで必要だった地上
の補助者・看板の配置などによる立入管理措置が不要となります。
また、操縦ライセンスの保有と保険への加入により、道路や鉄道な
どの横断を伴う飛行が容易となります。これは国土交通省がドロー
ン配送の事業化促進のために、2023年12月に新設したものです。
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